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連 結 注 記 表 

個 別 注 記 表 
（平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第１５条に基づき、

当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。 
 
 



（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

　１．連結の範囲に関する事項

　 (1)連結子会社の数 10社

　　　連結子会社の名称 合同酒精㈱、福徳長酒類㈱、富久娘酒造㈱、秋田県醗酵工業㈱、

越の華酒造㈱、㈱サニーメイズ、山信商事㈱、㈱ワコー

ゴーテック㈱、㈱オエノンアセットコーポレーション

なお、富久娘酒造株式会社は平成30年１月１日付でオエノンプロダクト

サポート株式会社に商号を変更しております。

　 (2)非連結子会社はありません。

　２．持分法の適用に関する事項

　　  該当する会社はありません。

  ３．会計処理基準に関する事項

   (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

   　①有価証券

       その他有価証券

　　　　 時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

　　　　 時価のないもの 移動平均法による原価法

　　 ②たな卸資産

      評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

      ア 商品、製品、半製品、

         原材料、仕掛品 総平均法による原価法

      イ 貯蔵品 移動平均法による原価法

      ウ 販売用不動産 個別法による原価法

　   ③デリバティブ 時価法

   (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

     ①有形固定資産 定率法

　　(リース資産除く) ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　 ３年～50年

構築物　　　　　　　　 ３年～60年

機械装置及び運搬具　 ２年～10年

     ②無形固定資産 定額法

　　(リース資産除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

　　 ③リース資産　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却方法

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

     ④長期前払費用 効果継続期間（２年～５年）内均等償却法

   (3)重要な引当金の計上基準

     ①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

     ②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

　 当連結会計年度に見合う額を計上しております。
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     ③役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う額を計上しております。

     ④役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役への当社株式の交付に備えるため、当連

結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

   (4)退職給付に係る会計処理の方法

　①退職給付見込額の期間帰属の方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

　　ては、給付算定式基準によっております。

　②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)による定額法に

　　より、発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)による定額

　　法により、費用処理することとしております。

　③小規模企業等における簡便法の採用

　　当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

　　己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

   (5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

      外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は営業外損益として

      処理しております。

　 (6)重要なヘッジ会計の方法

     ①ヘッジ会計の方法

　 　　為替予約 振当処理によっております。なお、外貨建予定取引に係る為替予約につい

　　 ては繰延ヘッジ処理を行っております。

　 　　金利スワップ 金融商品に関する会計基準に定める特例処理によっております。

     ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　   ア ヘッジ手段 為替予約取引・金利スワップ取引

　　   イ ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務・借入金利息

     ③ヘッジ方針

       当社グループは、資産・負債の総合的管理の手段として、また金融市場の為替変動リスクや金利変動

       リスクに対する手段として、デリバティブ取引を利用しております。

     ④ヘッジ有効性評価の方法

　     為替予約取引については、ヘッジ対象取引との通貨単位、取引金額及び決済期日等の同一性について、

       社内管理資料に基づき有効性評価を行っております。

       また、金利スワップ取引については、ヘッジ対象取引のリスク分析を行い、ヘッジ対象取引との想定

       元本、利息の受払条件及び契約期間等の同一性について、社内管理資料に基づき有効性評価を行って

       おります。

     ⑤その他

  　   当社グループにおけるデリバティブ取引は社内規程に従って、リスクヘッジ目的に限って行っており、

  　   経営戦略企画室が専属的にその実行及び管理を行っております。取引の実行にあたっては、当該規程

  　   に定められた目的、取引極度額の下、個々の取引について担当役員の決裁に基づいて行っております。

  　   また、日常のチェックについては経営戦略企画室内の報告及び担当役員の定期的検証により行ってお

　　   ります。さらに取引残高、損益状況等の利用実績については、定期的に取締役会に報告がなされてお

       ります。

　 (7)のれんの償却方法及び償却期間

　　  のれんは、20年間の均等償却を行っております。

　 (8)消費税等の処理方法

　　  消費税及び地方消費税は税抜処理の方法によっております。

　 (9)連結納税制度の適用

　　　当連結会計年度より、連結納税制度を適用しております。
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（表示方法の変更）

 　（連結貸借対照表)

　　　前連結会計年度において、「流動負債」の「設備関係支払手形」に含めて表示していた「設備関係電子記

　　録債務」（前連結会計年度19百万円）は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しており

　　ます。

（会計上の見積りの変更）

　 　退職給付債務の算定に当たり未認識数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理について、従来、従業

　 員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により費用処理を行っておりましたが、平均

 　残存勤務期間が短縮したため、当連結会計年度より、12年に変更しております。なお、この変更による営業

 　利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は33百万円減少しております。

（追加情報）

 　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を

　　当連結会計年度より適用しております。

 　（株式給付信託(BBT)）

　　　当社は、平成29年３月23日開催の第110期定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除きます。）

　　の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢

　　献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT(＝Board Benefit 

　　Trust)）」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

　　（１）取引の概要

　　　　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を

　　　「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める「役員株式給付規程」に従

　　　って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本

　　　信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、

　　　原則として取締役の退任時となります。

　　（２）信託に残存する自社の株式

　　　　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

　　　自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

　　　139百万円及び495,200株であります。

（連結貸借対照表に関する注記）

　１．担保資産　

　　　担保に供している資産　 有形固定資産 百万円

　　　上記に対応する債務 短期借入金 百万円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 百万円

　３．保証債務

　　　連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

従業員 百万円

  ４．債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っております。

　　　受取手形裏書譲渡残高 百万円

　　　売掛金譲渡残高 百万円

　　　上記債権流動化に伴う買戻し義務限度額 百万円

1,600

3,531

1,233

49,538

3

416

2,300

6,062

長期借入金（１年以内
返済予定額を含む）

百万円
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　５．期末日満期手形の会計処理については手形交換日をもって決済処理しております。

      なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

 　　 ております。

　     受取手形    受取手形 百万円

　     支払手形    支払手形 百万円

    設備関係支払手形 百万円

（連結損益計算書に関する注記）

　１．減損損失の主な内容

　　当社グループは当連結会計年度において以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　当社グループは、主として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分（事業別）を単位としてグルー
　ピングを行っております。
　当連結会計年度において、効率的なグループ経営を実施するため、富久娘酒造㈱の清酒事業を福徳長酒類㈱に
　移管することに伴い使用見込みがなくなった一部の処分見込資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減
　額し、当該減少額を減損損失として計上しています。
　なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため零とし
　ております。
　当該金額は事業再編損失に含めて計上しております。

　２．事業再編損失は、酒類事業の再編に伴う損失であり、主な内訳は、人事関連費用69百万円、減損損失

　　　74百万円、解体撤去費用70百万円、その他4百万円であります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　１．当連結会計年度末日における発行済株式の総数

　　　普通株式 株（うち自己株式5,155,093株）

　２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

（金融商品に関する注記）

　１．金融商品の状況に関する事項

　　　当社グループは、資金計画に基づき、必要資金は銀行等金融機関からの借入により調達しております。

　　一時的な余資は、預金等の流動性の高い金融資産に限定して運用を行っております。

　　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に行いリス

　　ク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

　　価の把握を行っております。　　

　　　借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入金の金利変動

　　リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息を固定化しております。

　　　デリバティブ取引の執行・管理については、内部管理規程に従っており、また、デリバティブ取引の利用

　　にあたっては、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的としており、投機目的やトレーディ

 ング目的の取引は行わない方針であります。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　平成29年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

　　次のとおりであります。

平成30年３月26日

配当の原資
配当金の

総額(百万円)

平成29年12月31日7
平成30年3月23日
定時株主総会

１株当たり
配当額(円)

平成29年３月24日

決議
配当金の

総額(百万円)

利益剰余金普通株式 426

株式の種類
１株当たり
配当額(円)

434

基準日

57

減損損失(百万円)

2

効力発生日

効力発生日

23

用　途

65,586,196

普通株式 7

場　所 種　類

平成28年12月31日

基準日

　兵庫県（神戸市） 　酒類設備 　機械装置等 74  

平成29年3月23日
定時株主総会

決議予定

株式の種類
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(1)現金及び預金

(2)受取手形及び売掛金

(3)投資有価証券

   その他有価証券

　資産計

(1)支払手形及び買掛金

(2)電子記録債務

(3)短期借入金

(4)未払金

(5)未払酒税

(6)未払消費税等

(7)未払法人税等

(8)設備関係支払手形

(9)設備関係電子記録債務

 (10)長期借入金

　負債計

デリバティブ取引　※

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(4)未払金、(5)未払酒税、(6)未払消費税等、(7)未払法人税等、

(8)設備関係支払手形、(9)設備関係電子記録債務

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)短期借入金

　短期借入金は短期間で決済されるため、時価は簿価価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

　また、一年以内返済予定の長期借入金が含まれており、時価は一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利

　金の合計額を、同様の新規借入を行った場合において想定される利率で割引いて現在価値を算定しております。　

(10)長期借入金

　長期借入金の時価については、一定の期間ごとに区分した元利金の合計額（金利スワップの特例処理の対象と

　された長期借入金については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額）を、同様の新規借入を行った

　場合において想定される利率で割引いて現在価値を算定しております。

デリバティブ取引

　時価の算定方法は、取引先の金融機関から提示された価額等によっております。また、金利スワップの特例処

　理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長

　期借入金の時価に含めて記載しております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額 175百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

　　　 を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」

　     には含めておりません。

（注3）長期預り金（連結貸借対照表計上額  3,169百万円）は、主に保証金であり、市場価格がなく、かつ

　　　 返済期限を見積ることが困難であり、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の

　　　 表示を行っておりません。

-

-

16

28

-

800 24

27,242

824

245

-

3,100 3,104

4,3204,320

191 191

4

-801

-

連結貸借対照表計上額（百万円）

1,334

20,454

1,729

-1,275 1,275

-

5,446

23,518 23,518

9,338 9,338

245

16

801

27,271

1,722 1,722

-

20,454

-

-

1,334

5,446

1,729

差額（百万円）

-

時価（百万円）
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（賃貸等不動産に関する注記）

　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　　当社及び一部の連結子会社では千葉県松戸市その他の地域において賃貸等不動産を所有しております。

　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注2）当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、もしくは一定の評価

　　　 額や指標を用いて調整した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）

　１．１株当たり純資産額 　　　 317円39銭

　２．１株当たり当期純利益 　　　  20円82銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。

連結貸借対照表計上額（百万円）

1,099

時価（百万円）

3,674
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　１．資産の評価基準及び評価方法

　(1)有価証券

　   ①子会社株式 移動平均法による原価法

　 　②その他有価証券

　　 　　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平均法により算定)

　　 　　時価のないもの 移動平均法による原価法

  (2)たな卸資産

    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　　貯蔵品 移動平均法による原価法

  (3)デリバティブ

　   デリバティブ 時価法

ただし、当社は当事業年度末において、デリバティブ取引としては

金利スワップ取引のみを利用しており、かつその全ての取引につい

て、金融商品に係る会計基準に定める特例処理を適用しております。

　２．固定資産の減価償却の方法     

　 (1)有形固定資産 定率法

　　　(リース資産除く) ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除

く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物は定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　 ３年～50年

構築物　　    ５年～42年

機械装置 ４年～10年

工具器具備品　 ２年～20年

　 (2)無形固定資産 定額法

　　　(リース資産除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっております。

　 (3)長期前払費用 効果継続期間（３年～５年）内均等償却法

　３．引当金の計上基準

   (1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

　  績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

　  性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

   (2)役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き当事業年度に見合う額を計上しております。

   (3)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。

   (4)役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役への当社株式の交付に備えるため、

当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

   (5)投資損失引当金 関係会社への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態

等を勘案し、必要と認められる額を計上しております。

個　別　注　記　表
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　４．ヘッジ会計の方法

   (1)ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップ 金融商品に関する会計基準に定める特例処理によっております。

   (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ア ヘッジ手段 金利スワップ取引

　　　イ ヘッジ対象 借入金利息

   (3)ヘッジ方針

　　　当社は、負債の総合的管理の手段として、また金融市場の金利変動リスクに対する手段として、

　　　デリバティブ取引を利用しております。

   (4)ヘッジ有効性評価の方法

　　　金利スワップ取引については、ヘッジ対象取引のリスク分析を行い、ヘッジ対象取引との想定元本、

　　　利息の受払条件及び契約期間等の同一性について、社内管理資料に基づき有効性評価を行っており

　　　ます。

   (5)その他

　　　当社におけるデリバティブ取引は社内規程に従って、リスクヘッジ目的に限って行っており、経営

　　　戦略企画室が専属的にその実行及び管理を行っております。取引の実行にあたっては、当該規程に

　　　定められた目的、取引極度額の下、個々の取引について担当役員の決裁に基づいて行っております。

　　　また、日常のチェックについては経営戦略企画室内の報告及び担当役員の定期的検証により行って

　　　おります。さらに、取引残高、損益状況等の利用実績については、定期的に取締役会に報告がなさ

　　　れております。

　５．消費税等の処理方法

　　  消費税及び地方消費税は税抜処理の方法によっております。

　６．連結納税制度の適用

　　　当事業年度より、連結納税制度を適用しております。

（追加情報）

 　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

　　を当事業年度より適用しております。

 　（株式給付信託(BBT)）

　　　当社は、平成29年３月23日開催の第110期定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除きま

　　す。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値

　　の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT(＝

　　Board Benefit Trust)）」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

　　（１）取引の概要

　　　　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信

　　　託を「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める「役員株式給付規

　　　程」に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といい

　　　ます。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等の給

　　　付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

　　（２）信託に残存する自社の株式

　　　　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の

　　　部に自己株式として計上しております。当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

　　　139百万円及び495,200株であります。
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（貸借対照表に関する注記）

　１．担保資産　

　　　担保に供している資産　 有形固定資産 387 百万円

　　　上記に対応する債務 短期借入金 1,000 百万円

　２．有形固定資産の減価償却累計額 8,400 百万円

　３．保証債務

　　　下記関係会社等の金融機関からの借入等に対し、債務保証等を行っております。

　　　保証予約 合同酒精㈱ 803 百万円

福徳長酒類㈱ 333 百万円

富久娘酒造㈱ 225 百万円

秋田県醗酵工業㈱ 70 百万円

従業員 3 百万円

計 1,437 百万円

　４．関係会社に対する金銭債権・債務

      短期金銭債権 1,254 百万円

      長期金銭債権 3,190 百万円

      短期金銭債務 10,956 百万円

      長期金銭債務 2,010 百万円

（損益計算書に関する注記）

  関係会社との取引高

　　  売　　 　上　　 　高 2,431 百万円

      売　　上　　原　　価 12 百万円

　　  販売費及び一般管理費 19 百万円

　　  営業取引以外の取引高 143 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　当事業年度の末日における自己株式の数

　　普通株式 5,155,093 株

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　　(1)流動の部

（繰延税金資産）

未払修繕費 8 百万円

未払事業税 7 百万円

その他 1 百万円

繰延税金資産合計 17 百万円

（繰延税金負債） - 百万円

繰延税金資産の純額 17 百万円

　　(2)固定の部

（繰延税金資産）

関係会社貸付金貸倒引当金 432 百万円

減損損失 178 百万円

事業再編損失 47 百万円

投資有価証券評価損 23 百万円

役員退職慰労引当金 17 百万円

百万円
長期借入金（１年以内
返済予定額を含む）

800
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ゴルフ会員権評価減 14 百万円

役員株式給付引当金 4 百万円

減価償却超過額 0 百万円

評価性引当額 △ 717 百万円

繰延税金資産合計 0 百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △ 206 百万円

繰延税金負債合計 △ 206 百万円

繰延税金負債の純額 △ 206 百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社との取引

事業上
の関係

（注）１．上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　  資金の貸付及び借入については、利率は市場金利を勘案して決定しております。

　　　３．子会社への貸付金に対し、合計1,411百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当期において

　　　　　合計541百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

役員
４名

経営指導
の受託・
不動産賃
貸・資金
借入等

借入金 3,630

売掛金 78

11,200

商標使用料等
の受入

属性 名称 住所
資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）役員の

兼任等

子会社 合同酒精㈱
東京都
中央区

2,000
酒類･食品、
酵素･医薬品
の製造販売

100
役員
６名

経営指導
の受託・
不動産賃
貸・資金
借入等

資金借入 38,160 借入金 7,280

商標使用料等
の受入

1,575 売掛金 130

子会社 福徳長酒類㈱
千葉県
松戸市

518

資金借入

487

酒類･食品の
製造販売

100

子会社 富久娘酒造㈱
神戸市
灘区

50
酒類･食品の
製造販売

100
役員
１名

経営指導
の受託・
不動産賃
貸・資金
貸付等

資金貸付 1,790 貸付金 3,000

商標使用料等
の受入

154 売掛金 25

子会社
秋田県醗酵工
業㈱

秋田県
湯沢市

54
酒類･食品の
製造販売

66
役員
１名

経営指導
の受託・
資金借入
等

資金借入 1,950 借入金 1,700

商標使用料等
の受入

172 売掛金 27

貸付金 50

子会社 越の華酒造㈱
新潟市
中央区

10
酒類の
製造販売

59 －

経営指導
の受託・
資金貸付
等

資金貸付 70

商標使用料等
の受入

3

子会社 山信商事㈱
千葉県
松戸市

10 酒類の販売 100 －

経営指導
の受託・
不動産賃
貸・資金
貸付等

資金貸付 380 貸付金 350

商標使用料等
の受入

22 売掛金 1

子会社 ゴーテック㈱
千葉県
松戸市

96 倉庫業 100 －

経営指導
の受託・
不動産賃
貸・資金
貸付等

資金貸付 10 貸付金 －

商標使用料等
の受入

6 売掛金 0

子会社 ㈱ワコー
千葉県
松戸市

10
酒類･食品の
販売

100 －
経営指導
の受託等

商標使用料等
の受入

5 売掛金 0

子会社
㈱オエノンア
セットコーポ
レーション

東京都
中央区

400
不動産の売
買、賃貸及
び管理

100
役員
１名

経営指導
の受託・
不動産賃
貸・資金
貸付等

資金貸付 410 貸付金 640

商標使用料等
の受入

1 売掛金 0

売掛金 0

子会社
㈱サニーメイ
ズ

静岡市
清水区

120
加工用澱粉
の製造販売

50

売掛金 1

役員
１名

資金貸付
等

資金貸付 － 貸付金 －

商標使用料等
の受入

0
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（１株当たり情報に関する注記）

　１．１株当たり純資産額 　　　　270円12銭

　２．１株当たり当期純利益 　　　　  1円42銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（連結配当規制適用会社に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。
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